様式第３号（第５条関係）
住宅の被害状況に関する申出書（半壊・準半壊世帯）

　令和　　年　　月　　日
（あて先）秋田県知事
                               　　　　住所　　　　                        　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　氏名　                     　　　          

１　お住まいの市町村において、今回の災害で災害救助法が適用されているか。
　　【　】適用されている。　→２の設問へ
　　【　】適用されていない。→３の設問へ

２　応急修理の実施状況
　（１）応急修理制度の利用の有無
【　】利用した →【　】応急修理に要した額が30万円を超えている → 支援金対象外
　　　　　　　　 【　】応急修理に要した額が30万円未満である →（２）へ
【　】利用していない →【　】応急修理を申し込んでいない
→ お住まいの市町村に応急修理を申し込んでください
　　　　　　　　　　 　【　】応急修理の対象となる修理がない → ３の設問へ
　
（２）応急修理対象箇所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
応急修理の完了（予定）日　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　応急修理に要した額（決定額）　　　　　　　　　　　　円（Ａ）
　
３　支援金対象修理（被災者が契約した修理）
　（１）修理金額（税込）　　　　　　　　　　　　円（Ｂ）
　（２）修理の内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４　申請額の計算
　（１）支援金上限額　　　　　　　　３００，０００　円
　（２）応急修理に要した額　　　　　　　　　　　　　円（Ａ）の金額
　（３）支援金の申請可能額　　　　　　　　　　　　　円（１）－（２）
　（４）支援金対象修理額　　　　　　　　　　　　　　円（Ｂ）の金額
　（５）支援金申請額　　　　　　　　　　　　　　　　円（３）又は（４）のいずれか
低い額

５　確認事項
　【　】実施した修理は、今回の災害により被害を受けたものである。
　【　】設備品について、過度なグレードアップはしていない。
　【　】居住実態のある住宅の修理である。



	· ①県支援制度は、災害救助法に基づく応急修理制度の対象となる箇所を修理した上で、３０万円に満たない場合で、支援金の対象となる修理を自己負担で実施したときに申請可能となるものです。
３０万円 － 応急修理に要した額 ＝ 支援金の申請可能額

②災害救助法が適用とならない市町村においても、県支援制度の申請可能となる修理は、原則、応急修理制度の対象となる箇所となります。　



